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がん患者における訪問診療移行後の 
薬剤負荷に関する実態調査 :  
単施設後方視的研究

餅原弘樹1,†，藤田健二2，沖﨑　歩3 
長谷川　要4，古賀友之1，川口　崇5

Hiroki Mochihara1,†, Kenji Fujita2, Ayumi Okizaki3 
Kaname Hasegawa4, Tomoyuki Koga1, Takashi Kawaguchi5

Survey on Drug Burden After Transition to Home Care Among 
Cancer Patients: A Single-Center Retrospective Study

Abstract
This study seeks to investigate drug burden at the start of  home medical care and afterward using the Drug Burden 
Index (DBI) and to explore the relationship between DBI scores and the use of  specialized palliative care before the 
initiation of  home medical care. The subjects were patients with cancer aged 65 years or older who received home medical 
care at Nozomi-no-Hana Clinic between September 2019 and February 2021. The patients’ DBI scores were calculated at 
the start of  care and when their prescription content was altered within the subsequent 28 days. A total of  105 patients 
(75.5%) had a DBI>0 at the start of  care, of  whom 25 (23.8%) showed a decrease in their DBI scores within 28 days. The 
rate of  specialized palliative care utilization before the initiation of  home medical care was nearly identical between the 
two groups. Although the DBI scores were high at the start of  home medical care for patients with cancer, no association 
was observed between the DBI scores and the use of  specialized palliative care before the initiation of  care.

Key words
Drug Burden Index, polypharmacy, older people, home palliative care, specialized palliative care

要旨和訳
本研究の目的は訪問診療開始時やその後の薬剤負荷を薬物負荷指数（Drug Burden Index: DBI）を用いて調査し、DBIスコ
アと訪問診療開始前の専門的緩和ケア利用との関係性を探索することである。対象は2019年9月～2021年2月にのぞみの
花クリニックの訪問診療を受けた65歳以上のがん患者とし、診療開始時とその後28日間の処方内容が変化した時点での
DBIを算出した。診療開始時の DBIスコアが0を超える患者は105名（75.5%）であり、このうち診療開始後28日間に DBI

スコアが低下した患者は25名（23.8%）、低下しなかった患者は80名（76.2%）であった。この2群の診療開始前の専門的緩
和ケア利用率は同程度であった。がん患者における訪問診療開始時の DBIスコアは高値であったが、診療開始前の専門的
緩和ケアの利用有無と DBIスコアには関連を認めなかった。

キーワード 薬物負荷指数，ポリファーマシー，高齢者，在宅緩和ケア，専門的緩和ケア
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緒言

がん患者はがん治療のみならず、疼痛をはじめ
とした身体症状や精神症状、併存疾患に対し多くの
薬物療法を受ける。なかにはこれらの薬物療法に対
して支持療法を要する場合もあり、使用する薬剤数
はさらに増加する。この多剤併用の傾向は積極的な
がん治療の有無 1）、病院や在宅といった療養の場に
関わらず報告があり 2）、ポリファーマシーとして問
題視されている。ポリファーマシーは転倒や認知機
能低下 3）、せん妄の原因となりうるため 4）、本人だ
けでなく家族の負担といった側面からもがん患者の
療養に支障をきたすことがある。多剤併用の中で
も、鎮静作用や抗コリン作用を有する薬剤はこれら
のリスクが高まることが知られており、特に注意を
要する 5）。こうした薬剤がもたらす身体への負担を
評価するために、薬剤数だけではなく薬理作用を反
映した指標が求められ、その一つとして薬物負荷指
数（Drug Burden Index: DBI）が挙げられる。DBIは
Hilmerらによって開発された指標であり、高齢者に
おける鎮静作用や抗コリン作用を有する薬剤の1日
投与量をもとに算出される 6, 7）。ポリファーマシー
は定量的指標として使用薬剤数が用いられるが、内
服薬だけでなく外用薬や注射薬を含んだ報告 8）もあ
りどの薬剤を合算して指標とするかは統一されてい
ない。一方、DBIは使用された薬剤数をカウントす
るのではなく薬剤ごとの用量を考慮する特徴を有し
ている。また国ごとの1日最低用量を参照して算出
するため各国の承認用量に応じた評価が可能であ
る。DBI≧1の場合は高負荷とされ 9）、先行研究にお
いて転倒・再入院・死亡等のアウトカムと相関があ
ると報告されている 10）。DBI対象薬はがん患者の症
状マネジメントに必要な薬剤が多く該当するもの
の、本邦においても DBIと身体機能や認知機能と
の相関 11）、フレイルや Quality of  Life（QOL）の低下
との相関 12）が示唆されている。在宅緩和ケアにお
いても、自宅看取りとなった患者242名のうち死亡
前7日以内に強オピオイド製剤を使用していた患者
は約5割、抗不安・睡眠・鎮静薬を使用していた患
者は4割との報告があり、DBI対象薬は最後まで症
状マネジメントに使用される 13）。在宅医療へ移行す
るがん患者がこうしたリスクにどの程度曝露されて
いるのかを、その使用薬剤数に関わらず明らかにす
ることができる指標として DBIに着目した。
さらに、訪問診療へと移行するがん患者の DBI
と関連しうる属性として訪問診療開始前の専門的緩
和ケアの利用有無が挙げられる。専門的緩和ケアを
利用した患者は、症状マネジメントに要するオピオ
イド製剤や向精神薬の使用により薬剤負荷が増加す
ることもあるが、処方内容の見直しにより今後の療

養に必要な薬剤のみに整理され薬剤負荷が低下する
可能性も考えられる。
そこで本研究は、がん患者の訪問診療移行後の薬
剤負荷の実態を明らかにするため、訪問診療へ移行
直後の DBIスコア、訪問診療開始後の DBIスコア
の変化、訪問診療移行前の専門的緩和ケアの利用有
無と訪問診療開始後の DBIスコアの関連について
評価した。

方法

研究デザインと対象
本研究は単施設研究であり診療録から後方視的
にデータを収集し解析を行なった観察研究である。
2019年9月～2021年2月の期間に、のぞみの花クリ
ニック（以下、当院）にて訪問診療を開始し診療情
報提供書により患者情報が明らかな患者のうち、65
歳以上のがん患者139名を対象とした。観察期間は
訪問診療開始から28日間とした。

調査項目
・患者背景
訪問診療開始時における年齢、性別、専門的
緩和ケアの状況、生活状況、Eastern Cooperative 
Oncology Group Performance Status（ECOG PS）、 が
ん種、治療状況、定時薬として処方された薬剤情
報（薬剤数、薬剤名、剤形、規格、用法用量）を診
療録より抽出した。専門的緩和ケアの状況は、緩和
ケア病棟からの退院、一般病棟での緩和ケアチーム
の介入、緩和ケア外来への通院のいずれかに該当す
る場合を「該当あり」とした。治療状況は診療情報
提供書より、積極的ながん治療を全く行なってい
ない場合を「全くの未治療」、訪問診療開始時点で
化学療法を継続している場合を「化学療法中」、積
極的な治療が終了している場合を「治療終了」とし
た。定時薬として処方されていた薬剤数は訪問診療
開始時および訪問診療開始後28日目までに処方変
更があった時点のデータを収集した。薬剤数はポリ
ファーマシーに関する諸外国の報告を参考に5剤を
区切りとしてデータを収集した 14）。
・薬剤の負荷
薬剤の負荷は DBIを用いて評価した。DBIは鎮

静作用や抗コリン作用を有する薬剤の負荷量を定
量化する指標であり、Dを薬剤の1日使用量、σを
国内の添付文書上に記載されている1日最低用量
としたときに、DBI=  Σ（D/D+  σ）により求められる
（表1）。つまり1剤以上の DBI対象薬の減量や中止
により DBIスコアは低下する。DBI対象薬は頓用
薬を除外した薬剤であり内服薬の他に外用薬や注射
薬も含む。DBI対象薬のリストは、はじめに田中ら
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の先行研究 12）により同定された薬剤、全424種類を
用いた。さらに、先行研究以降に本邦にて承認され
た薬剤について対象患者に処方されていた薬剤を
Anatomical Therapeutic Chemical Classification（ATC
分類）により薬効薬理作用を評価し、鎮静作用や抗
コリン作用を有する薬剤を研究者間で同定の上 DBI
対象薬として追加した。本研究の対象患者に処方さ
れていた61成分の DBI対象薬を（付録）に示す。

統計解析
主要評価項目として、訪問診療開始時の DBIス

コアが0を超える患者群のうち訪問診療開始後28
日までに DBIスコアが1度でも低下した患者の割合
を推定した。次いで、訪問診療開始前の専門的緩和
ケア利用の有無による群間比較を行った。また、副
次評価項目として DBIスコアが1度でも低下した患
者としていない患者について、訪問診療開始時の患
者背景を比較した。収集した患者情報の要約には記
述統計を用いた。主要評価項目における患者割合の
点推定および区間推定値を算出した。群間比較では
割合の差と信頼区間を算出した。それぞれの算出に
は SAS OnDemand for Academics（Release: 3.8.1）を用
い、有意水準は5%（両側確率）とした。

倫理的配慮
本研究は東京薬科大学の人を対象とする医学・
薬学並びに生命科学系研究倫理審査の承認を得て実
施された（人医-2022-002）。「人を対象とする医学系
研究に関する倫理指針」を遵守し、得られた個人情
報は個人が特定されないように匿名化に配慮した。

結果

対象患者は65歳以上のがん患者139名であり、
平均年齢は79.3歳（標準偏差：±7.2）、女性55名
（39.6%）であった。訪問診療開始時の使用薬剤数は

5剤以上が91名（65.5%）、5剤未満が48名（34.5%）
であった。DBIスコアに着目した対象患者の内訳を
図1に示す。訪問診療開始時に DBIスコアが0を超
える患者は105名（75.5%）であり、このうち専門的
緩和ケアの利用がなかった患者は59名（56.2%）と、
同ケアを利用した患者群46名（43.8%）を上回る割
合であった（表2）。DBIの中央値は0.89（四分位範
囲：0.50–1.31）であり、そのうち高負荷とされる
DBIスコアが1以上の患者は44名（42.0%）であっ
た（表3）。
訪問診療開始時に使用されていた DBI対象薬の

うち上位5剤はオキシコドン、トラマドール、プレ
ガバリン、クエチアピン、ヒドロモルフォンであっ
た。また、訪問診療開始後に減量または中止され
た DBI対象薬の上位5剤はトラマドール、プロクロ
ルペラジン、オキシコドン、プレガバリン、コデイ
ン、メトクロプラミドであった。訪問診療開始後に
新規処方された DBI対象薬のうち上位5剤はハロペ
リドール、ミダゾラム、モルヒネ、ヒドロモルフォ
ン、フェンタニルであった（表4）。
訪問診療開始時 DBIスコアが0を超える患者に

おいて、訪問診療移行後28日までに DBIスコアが
1度でも低下した患者は25名であり、その割合は
23.8%（95%CI: 16.0–33.1%）であった。この25名の

表1　DBI 算出例

図1　DBI スコアに着目した対象患者の内訳
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訪問診療開始時と最小時の DBIスコアの差を算出
すると、平均値は1.38から0.87へ0.51ポイント減少
した。また、この25名の患者のうち11名（44.0%）

が訪問診療移行前に専門的緩和ケアの利用があっ
た。一方、訪問診療移行後28日までに DBIスコア
低下がなかった80名の患者のうち35名（43.8%）は

表2　患者背景

表3　訪問診療開始時DBI>0の患者のDBI 変化
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訪問診療移行前に専門的緩和ケアの利用があった。
専門的緩和ケアの利用がある患者の割合の差（DBI
スコアの低下がある患者–DBIスコアの低下がない
患者）は0.25%（95%CI: −22.04–22.54%）であり差は
認められなかった（表5）。

考察

本研究ではがん患者における薬剤負荷を DBI用
いて定量化し、訪問診療移行前の専門的緩和ケア利
用との関係性を調査した。患者は訪問診療開始時点
において鎮静作用や抗コリン作用を有する薬剤によ
る高負荷状態であり、診療開始時に DBIスコアが0
を超える患者の割合は、訪問診療開始前に専門的緩
和ケアを受けていない患者群の方が、同ケアを受け
ている患者群よりも高かった。また、訪問診療開始
後の DBIスコアの低下はそれ以前の専門的緩和ケ
アの利用有無とは関連が見られなかった。
本研究の対象は訪問診療へ移行したがん患者で
あり、ADLの低下や身体症状、精神症状等により
単独での通院が困難な者であった。本邦における先
行研究では85歳以上の ADL自立～要支援1の対象
389名において DBIスコアが0を超える患者割合は
3割強でありそのほとんどの DBIスコアが0.5と報
告されている 12）。また、オーストラリアにおける先
行研究では、75歳以上の入院患者2000名において
退院時の DBIスコアが0を超える患者割合は5割強
でありその平均値は0.46と報告されている 15）。研究
間の単純な比較はできないが、本研究の対象患者は
DBI対象薬による有害事象に、より注意を要する状

態であると考えらえる。本研究では定時投与されて
いる薬剤について DBIを算出したが、がん患者に
おいてはレスキューとして用いられるオピオイド製
剤の影響を無視できないため、本対象患者はさらに
高い薬剤負荷にさらされている可能性がある。
本研究では、訪問診療移行後、早期に薬物療法
に関する評価や有害事象に関する連携職種への注
意喚起を要する対象として、DBIスコアが0を超え
る患者のスコア変化に着目し、その変化指標を診療
開始時の DBIスコアと最小時の DBIスコアの差と
して評価した。これによると DBIスコアの平均値
は0.5以上の値で低下していた。DBIスコアが0.5で
ある場合に各国で承認された最少用量での使用を意
図することから、在宅緩和ケアに関わる医師は少な
くとも1剤以上の DBI対象薬剤の減量や中止に関与
したと解釈できる。実際に減量や中止となった DBI
対象薬はオピオイド鎮痛薬やプロクロルペラジン、
メトクロプラミドが多く、オピオイドスイッチング
や支持療法薬の中止が影響していると考えられる。
その一方で新規に処方された DBI対象薬もまたオ
ピオイド鎮痛薬、向精神薬、制吐薬が多く、これら
は症状マネジメントに汎用される薬剤である。患者
の症状マネジメントに DBIスコアが上昇する薬剤
選択を要する場合もあり、DBIスコアが低下する処
方変更が必ずしも有効とは言い切れない。DBIはス
コア低下を目的とした介入ではなく、その時点で患
者がどの程度の有害事象のリスクに曝露されている
のかを評価するために用いられる。つまり、患者
の症状マネジメントに必要な DBI対象薬による副
作用への注意喚起を多職種で共有し、不必要な DBI
対象薬を減らすアプローチが重要である。

表4　DBI 対象薬の内訳（上位5種類）

表5　訪問診療開始前の専門的緩和ケア利用の有無による群間比較
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患者が専門的緩和ケアを利用することで、これま
でのがん治療やそれに伴う支持療法、がん治療とは
無関係な慢性疾患に対する薬物療法や潜在的に不必
要な処方が整理され、DBI対象薬を含めた処方薬数
は低下すると推測したが、その仮説に反し本研究結
果では専門的緩和ケアの利用とその後の DBIスコア
変化に関連は見出されなかった。今後の課題として、
訪問診療移行後早期に DBIスコア評価を実施し、不
必要な DBI対象薬を減らす介入により患者の在宅療
養にどのような効果があるのかをより詳細に調査する
必要がある。緩和ケア領域における DBIスコアの具
体的な活用方法について更なる研究が必要である。
本研究にはいくつかの限界が存在する。まず、本
研究は単施設で実施された後方視的研究であり、一
般化するためには多機関でより多くの症例を対象と
した研究を実施する必要がある。次に、本研究では
診療開始時に DBIスコアが0であった患者の追跡を
行っておらず、これらの患者がその後どのような薬剤
負荷の経過をたどるかは評価していない。一方、DBI
スコアが0を超える患者の処方変更の実態を明らか
にし、薬物療法評価や多職種連携の必要性を示した。
また、本研究では DBI対象薬の減薬が行われた理由
について詳細な要因を検討してない。具体的な要因
として全身状態の悪化による内服困難や患者自身の
意思による服薬中止等が考えられるが、特定の患者
層によって異なる可能性がある。今後、各患者にお
ける減薬の背景をより詳細に評価し、減薬の要因と
患者特性との関連性を明らかにすることが期待され
る。加えて本研究は観察研究であり、因果関係の推
定には限界がある。本研究結果をふまえて介入研究
を実施することにより、訪問診療における薬剤適正化
の介入戦略の確立に貢献できる可能性がある。
本研究により、訪問診療移行後の多くのがん患
者が高い薬剤負荷にさらされていることが明らかに
なった。訪問診療開始時およびその後において、薬
剤師をはじめとする医療従事者が DBIスコアを評
価し、早期に高リスク患者を特定することが重要で
ある。また、在宅での症状マネジメントにおける
DBI対象薬の必要性を慎重に判断し、適切に減薬や
薬剤調整を行うことで、副作用リスクの軽減と患者
の安全性向上に寄与することが期待される。
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経口モルヒネ開始後、尿閉となり 
フェンタニル貼付剤へのスイッチングに
より改善した1症例

田中祐介†

Yusuke Tanaka†

A Case of Urinary Retention Following Oral Morphine 
Administration Successfully Treated by Switching to Fentanyl Patch

Abstract
Reports of  urinary disturbances after oral morphine administration are uncommon. This report presents a case of  
urinary retention during the early stages of  oral morphine administration that was resolved through opioid switching. A 
77-year-old man was diagnosed in June 20XX with stage IV oropharyngeal cancer. Sustained-release morphine granules 
(10 mg/day) were prescribed for pain management. The patient subsequently reported difficulty urinating the next 
day. Suspecting a side effect of  morphine, fentanyl patch therapy was initiated, and silodosin tablets (8 mg/day) were 
administered, leading to improvement in urinary retention. In this case, although advanced age was a risk factor, renal 
function was preserved, and the prescribed dose of  morphine dose was appropriate. The anticholinergic effect of  the 
concomitant drug olanzapine may have contributed to the urinary disturbance. This case highlights that switching to a 
fentanyl patch could be a viable treatment option for morphine-induced urinary disturbances.

Key words
morphine, urinary retention, opioid switching, fentanyl, olanzapine, case report

要旨和訳
モルヒネの経口投与における排尿障害の報告は少ない。今回、経口モルヒネ導入初期に尿閉が生じ、オピオイドスイッ
チング後に症状が改善した症例を経験したため、報告する。症例は77歳、男性。20XX年6月に中咽頭がん（stage IV）と
診断された。疼痛管理のため経口モルヒネ10 mg/dayを導入したところ、翌日に排尿困難を訴えた。モルヒネによる尿閉
と疑われたため、フェンタニル貼付剤へのオピオイドスイッチングを行い、さらにシロドシン8 mg/dayを追加したとこ
ろ、改善が見られた。本症例では、高齢というリスクファクターが存在したものの、腎機能は保たれており、処方された
モルヒネの投与量も適切であった。モルヒネによる排尿障害に対する治療の選択肢として、フェンタニル貼付剤へのオピ
オイドスイッチングが有効である可能性が示唆された。

キーワード モルヒネ，尿閉，オピオイドスイッチング，フェンタニル，オランザピン，症例報告

緒言

モルヒネによる排尿障害は、尿管の緊張や収縮
を引き起こし、オピオイド受容体（μ、δ）を介し

た排尿反射の抑制が原因と考えられている 1, 2）。発
生頻度は投与経路によって異なり、硬膜外投与で
47%、経口投与では1～3%との報告もあり 3）、経口
投与ではまれである。疼痛管理においては、オピオ
イドの使用が避けられない場合もあり、排尿障害を

症例報告
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生じた場合の対応は確立していない 4）。今回、経口
モルヒネ導入初期に尿閉が生じ、オピオイドスイッ
チング後に症状が改善した症例を経験したため、報
告する。

症例提示

【現病歴】77歳男性、既往歴に高血圧、胃がん、
肺膿胸、大腿骨骨折があった。20XX年5月に咽頭
違和感あり他院を受診した。咽頭がんの疑いにて
当院紹介され、中咽頭がん（T4N2M0, Stage IV）、両
頸部リンパ節転移の診断を受けた。ECOG（Eastern 
Cooperative Oncology Group）の performance status
（PS）2と判断され、高齢であったことから手術・
化学療法は適応ないと診断され、緩和的放射線治療
を開始する方針となった。同年6月20日より、入
院にて放射線治療が開始、外来通院で経過観察を
行った。腫瘍浸潤による咽頭痛の訴えがあり、疼痛
管理としてロキソプロフェン180 mg/day、アセトア
ミノフェン1,500 mg/dayが追加された。

経過

疼痛コントロールが不良であったことから放射
線治療2回目の入院前に、モルヒネ内用液が疼痛時
1回5 mg頓服で追加され、7月4日から1日0～2回 
程度の使用していた。入院2日目に放射線治療を
開始、同日に1日4回のモルヒネ内用液の使用が
あり、Numerical Rating Scale（NRS）9の咽頭部痛の
訴えあったことから、モルヒネ徐放細粒1回10 mg  
1日2回で開始され、当日は1回服用した。同時に

嘔気対策としてオランザピン5 mg/day、緩下剤とし
て酸化マグネシウム990 mg/dayが医師の判断で追
加され、それぞれ1回分を服用した。
翌日朝から排尿困難の訴えがあり、導尿によっ
て排尿が確認されたことから膀胱留置カテーテルを
挿入し、朝のモルヒネ徐放細粒は中止された。フェ
ンタニル貼付剤0.5 mg/dayへオピオイドスイッチ
ングを実施し、レスキューはオキシコドン散1回
2.5 mgへ変更され、オランザピンも中止された。入
院4日目に泌尿器科医師の診察受け、モルヒネによ
る尿閉の副作用の疑いとして、シロドシン8 mg/day
を開始した。
その後、本人希望もあり入院6日目に自宅退院

し、外来での経過観察となった。翌週の外来診察に
おいて、膀胱留置カテーテル抜去後、排尿が確認さ
れたことからシロドシンを中止し、治療終了となっ
た。その後、症状はみられなかった。血液検査は入
院前（7月4日）と退院後外来（8月4日）で採血さ
れ、腎機能悪化の指摘などはなかった（表1）。

図1　投薬歴と経過

表1　主な採血データの推移
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考察

本症例では、経口モルヒネ導入初期に排尿障害
を生じ、フェンタニル貼付剤へのスイッチングを実
施した。同時に、オランザピンを中止し、シロドシ
ン追加後に症状改善がみられた。その後、シロド
シンは服用終了し、フェンタニル貼付剤は1 mg/day
まで増量されたが症状は再燃しなかった。
薬剤性排尿障害の一因として、抗コリン作用を
含む薬剤が指摘されており 5）、今回併用したオラン
ザピンは抗コリン作用を有し、尿閉に至った事例も
報告されている 6）。モルヒネとオランザピンは尿閉
発症後に中止されており、いずれの薬剤の関与も考
えられる。
モルヒネ製剤は、肝臓で主にグルクロン酸抱合
され、モルヒネ-3-グルクロニド（M3G）およびモル
ヒネ-6-グルクロニド（M6G）に変換されるが、これ
らが腎から排泄されるため、高度な腎機能障害患者
では使用を推奨されていない 4）。本症例では、血清
クレアチニン値は基準範囲内であり、腎機能は保た
れていると判断された。経口モルヒネの導入量とし
ては適切であったと考えられる。オピオイドのクモ
膜下投与は、用量依存的に排尿筋収縮を抑制し、尿
意切迫感を減少させることで、膀胱機能を抑制する
ことが報告されており 7, 8）、本症例では、入院前に
比べ入院時レスキューを頻回に使用し、同日に徐放
性製剤を開始したことから一時的にモルヒネの血中
濃度が上昇し、尿閉の発症につながった可能性を考
えた。
オランザピンは、前述したように、抗コリン作
用を有し排尿障害の要因となることが指摘されてい
る。他の非定型抗精神病薬である、クエチアピン、
アリピプラゾール、リスペリドンにくらべ、抗コリ
ン作用が高く、用量依存的にその効果を増すことが
指摘されている 9, 10）。本症例では、オランザピンが
単回投与でかつ導入量であったことから、オランザ
ピン単独での影響は少ないと考えた。ただし、併用
により尿閉リスクがあがったことは否定できない。
薬剤性排尿障害に対しては、原因薬剤を中止ま
たは減量し、α1受容体遮断薬など排尿障害に効果
のある薬剤を使用しつつ、症状に応じて自己導尿
やカテーテル留置による対応が推奨されている 4, 5）。
しかし、癌患者の疼痛コントロールにおいてオピオ
イドは不可欠であり、中止することは必ずしも適切
とはいえない。現在、モルヒネ服用中の排尿障害に
対して、オピオイドスイッチングの有効性は確認さ
れていないが、硬膜外投与においてフェンタニルは
モルヒネより膀胱弛緩作用が短く、排尿障害の発生
リスクが少ない 11–13）ことや、フェンタニル貼付剤が
経口モルヒネと比較して、便秘、吐き気、嘔吐、眠

気、および尿閉の発生率について、有意に少ないと
するメタ解析もある 14）。このことからモルヒネに
よる排尿障害に対して、中止・減量が難しい場合、
フェンタニル貼付剤が代替薬となる可能性がある。
以上より、本症例における尿閉の発生の要因と
して、経口モルヒネの一時的な血中濃度上昇とオラ
ンザピンの併用が考えられ、原因薬剤の中止とフェ
ンタニルへのスイッチングが有効であったことが示
唆された。
一方で、本研究は症例報告であり、ほかの症例へ
の応用には限界がある。第一に、尿閉発症後も患者
が早期退院を希望していたため、被疑薬中止による
経過観察を経ずに、フェンタニル貼付剤へのスイッ
チングを行い、効果判定を外来で実施している。そ
のため、症状や採血などで経時的な変化を確認でき
ていない。第二に、本症例は高齢男性であり前立腺
肥大のリスクがあり、α1遮断薬が排尿障害に寄与
した可能性が否定できない。このことから、経口モ
ルヒネをフェンタニル貼付剤にスイッチングしたこ
とのみで、尿閉を改善できたとは断定できない。第
三に、がん患者に生じる排尿障害はがんの進行によ
る全身状態の悪化や ADL（Activities of  Daily Living）
の低下にともない、顕在化し悪化する場合と、がん
が進行し尿路への浸潤により症状が増悪したもの、
両者の合併もみられるとされる 15）。本症例は咽頭が
んであり、脳転移の指摘はなかったが、前立腺がん
や膀胱がん、直腸がん、婦人科がんなどでは下部尿
路、尿路周辺への浸潤を考慮する必要がある。ま
た、脳血管障害や脊髄腫瘍など神経系の疾患に影響
をうけることもあり、患者背景によって排尿障害を
きたす要因は多岐にわたり、症例ごとの検討が不可
欠である。
最後に、わが国で広く使用される、モルヒネ、オ
キシコドン、ヒドロモルフォンに関して、排尿障害
の発生リスクを比較した研究は少ない。モルヒネと
オキシコドンは術後疼痛において、静脈注射で比較
した研究では有害事象の発生率に変化がなかったと
している 16）。モルヒネとヒドロモルフォンについて
も、質の高い研究がなく情報が不足している 17）。そ
の中で、前述したように、フェンタニル貼付剤は経
口モルヒネと比較して、有害事象が少ないとされて
おり、他のオピオイドに比較して、排尿障害を引き
起こさない可能性がある。しかし、それぞれのオピ
オイドを直接比較された文献はなく、今後の研究が
またれる。よって、本症例の一般化はできず、これ
らの限界を考慮にいれ、同様の事例が発生した場合
には、オピオイドスイッチングの必要性を検討する
必要がある。
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結論

経口モルヒネ導入早期おける薬剤性排尿障害に
は、他の排尿障害を引き起こす薬剤の減量・中止を
検討するとともに、オピオイドの減量・中止が難し
い場合は、フェンタニル貼付剤へのスイッチングと
α1遮断薬の使用によって、副作用回避と疼痛コン
トロールの継続が可能になる可能性が示唆される。

倫理的配慮

本症例報告は、当院の倫理審査委員会の審査対
象外に該当する研究であるため、倫理審査は受けて
いない。報告にあたっては、個人が特定されないよ
う十分に配慮した。
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